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ための間伐と間伐材の有効活用に役立ちます。
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■ はじめに

■ 発行目的

■ 昨年からの変化点

■ 対象期間 ■ 対象範囲・組織

環境・社会報告書2011は当社の企業活動を理念と体制、環境報告、社会性報告
の3つのカテゴリーに分け、環境への取り組みを中心に、先を見据えた考え方、
方策についても記述しています。
2007年度版「環境報告ガイドライン」を参考指針としています。

環境・社会報告書2011は以下の3つの目的に基づいて発行しています。
1.取り組みを公表する企業責任　2.社内の活動を活性化するツール　3.環境ブランドのPR

大豊工業株式会社の環境活動組織に合わせて構成しています。
また、読者の皆様に取り組み内容を理解し易くする為、各所の見出し、アイコン
などの表記を追加しています。

・・・大豊工業㈱　単体のデータを示します

2010年4月1日から2011年3月31日までの活動を対象としています。 大豊工業株式会社の取り組みを対象としています。
国内グループ６社、海外グループ６社においては、活動の一部を対象として
います。

社  是
わが社は時流に先んじ、合理主義に基づき
優れた製品をもって顧客の信頼に応える

ー信頼の大豊ー

社長挨拶……………………………………………………………… 2
会社概要、製品紹介 ………………………………………………… 3
環境対応製品と環境性能 …………………………………………… 4
VISION 2015、コーポレート・ガバナンス ……………………… 5
環境マネジメント …………………………………………………… 6
環境への取り組み（第４次、第５次環境取り組みプラン） ……… 7
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環境配慮製品………………………………………………………… 10
新規規制対応………………………………………………………… 10

生産環境委員会……………………………………………………… 11
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グリーン調達 ………………………………………………………… 12
地球温暖化防止、省資源・排出物低減、環境負荷物質低減 ……… 13
工場、国内グループの取り組み …………………………………… 15
海外グループの取り組み …………………………………………… 20

お客様との関わり …………………………………………………… 21
仕入先様との関わり ………………………………………………… 22
株主・投資家の皆様との関わり …………………………………… 23
従業員との関わり（安全・衛生） …………………………………… 24
従業員との関わり（人材・雇用） …………………………………… 25
地域の皆様との関わり ……………………………………………… 26

・・・企業として

・・・製品環境の取り組み

・・・生産環境の取り組み

・・・多くの皆様と
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　この度の東北地方太平洋沖地震により被災された皆様に

は、心からお見舞いを申し上げます。

　震災に続く電力供給難により、今夏の生産活動では、大幅

なエネルギー削減を余儀なくされるものと予想されます。私ど

もはまさに、環境技術の真価を問われる状況に直面している

と言えます。

　当社は、創業以来、自動車用エンジンやトランスミッション、

各種機械に用いられるすべり軸受の生産を事業の柱に据え

てまいりました。これらの軸受は、各種機械の動力軸を支え、

極めて高い精度と信頼性を求められる重要部品であると共

に、摩擦損失を発生させる部品でもあります。本来的に、自動

車燃費やCO₂排出量に大きく影響する部品であり、軸受性

能の改善は、自動車燃費の低減やCO₂排出量削減と密接な

関係を持ちます。当社は軸受の改良とより良い製品を自動車

に提供していくことで、環境改善に貢献してまいります。

　当社の環境改善への取り組みは、上記の軸受を中心とし

た製品群による貢献と、生産にともなう、環境負荷を軽減する

ことの2点から成ります。大豊環境基本方針を「製品と生産

で社会と環境に貢献」とし、法規制の遵守、自主的な取り組

み、社会との連携・協力、環境技術の追求、これら４項目を進

めてまいります。

　自動車は今、エネルギー環境の変化を受けた原動機の変

化、地球温暖化対策としてのCO₂排出量の削減要求の高ま

り、大気環境改善に向けた更なる排気ガス浄化要求の高ま

りに直面しています。当社の製品や技術は自動車課題を解

決する各種技術と大きく関っており、自動車との連携のもと、

社会と環境の改善に貢献してまいります。

　当社の活動に対し、今後とも皆様からの忌憚のないご意

見を賜りますよう、お願い申し上げます。

社長挨拶

製品と生産活動を通して社会と環境へ貢献してまいります

持続的発展を目指して
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会社概要

製品紹介

会社概要（2011年3月末現在） 会社業績

事業別売上高

主なグループ会社

商号	 大豊工業株式会社
本社	 愛知県豊田市緑ヶ丘3-65
創業	 1944年1月
資本金	 6,193百万円
従業員数	 連結:3,490名
	 単独:1,700名

■生産拠点
本社工場	 愛知県豊田市緑ヶ丘3-65
細谷工場	 愛知県豊田市細谷町2-47
篠原工場	 愛知県豊田市篠原町敷田37-1
幸海工場	 愛知県豊田市幸海町市田上切2-1
九州工場	 鹿児島県出水市緑町50-19

■事業所・営業所
本社（本社工場内併設）	 東京営業所
技術本館（細谷工場内併設）	 大阪営業所
	 デュッセルドルフ事務所

■国内
大豊精機株式会社
日本ガスケット株式会社
大豊岐阜株式会社
株式会社ティーイーティー
株式会社タイホウライフサービス
株式会社タイホウパーツセンター

■海外
タイホウ	コーポレーション	オブ	
アメリカ
タイホウ	ヌサンタラ株式会社
タイホウ	コーポレーション	オブ	
ヨーロッパ有限会社
韓国大豊株式会社
大豊工業（煙台）有限公司
タイホウ	タイランド株式会社

独自技術で造り出される大豊ブランド
エンジンベアリング メタルガスケット アルミダイカスト製品

システム部品

精密金型
電気電子部品

特殊軸受

ブシュ／ワッシャ
バランスウェイト

（億円）

（年度）
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2010年度
786億円

39.8%

16.8%
12.5%

19.6%

9.2%
設備事業

組付製品 他

ガスケット

軸受

ダイカスト

・バキュームポンプ
・EGRバルブ

・メタルガスケット

・エンジンベアリング
・ブシュ／ワッシャ
・シュ／斜板

・カムハウジング
・デフキャリア
・OCVスリーブ

精密金型 1.8%

その他 0.3%
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環境ブランドの確立を目指し 環境対応製品と環境性能

排気システム部品

地球温暖化防止、大気汚染防止は世界共通のテーマです。これらを環境課題するため、自動車づくりにおいて新たな
ニーズが生まれています。大豊グループでは次世代のテクノロジー創出に取り組んでいます。

自動車の燃費改善を通して、環境改善に寄与した製品開発を行っています。

高応答性、精密制御、耐久性、小型化の追求によるシステム部品の拡大を行っています。

　：量産品　　：開発品

■ 大豊工業　環境ブランド

■ 燃費向上

■ 排出ガス清浄化

【参考データ】

テーマ 大豊エンジニアリングニーズ

地球温暖化防止を目的とした、
CO₂削減のための燃費向上

トライボロジー／潤滑

材料技術

実機評価技術

解析技術

シール技術

バルブ技術

プレス・塑性加工技術

鋳造技術

溶接技術

金型技術

設備製造技術

潤滑システム

薄肉ダイカスト製品

排気システム部品

樹脂製品

高効率パワートレーン
・低フリクション化
・熱効率向上
・ダウンサイジング
・ゼロエミッション

高効率ドライブトレーン
・低フリクション化
・小型／高耐久性

走行抵抗の低減
・車両の軽量化

大気汚染防止を目的とした、
排出ガス清浄化

機
能
向
上

軽
量
化

LPL-EGRバルブ

EGRクーラ用
バイパスバルブ

ターボチャージャ用
バイパスバルブ

インレットウォーター

樹脂コーティング
エンジンベアリング

カムハウジング

バタフライ式
EGRバルブ

デフキャリア

斜板

オイルフィルターブラケット

バキュームポンプ

量産品 開発品2000 2010 2015

2015201020052000
10.0

20.0
（km／ℓ） ※出典：日本自動車工業会

（年度）

自動車燃費の推移

OCVスリーブ

年度分類

ターボチャージャ用特殊軸受

US10規制対応EGRバルブ

バタフライ式排気絞りバルブ
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VISION 2015

コーポレート・ガバナンス 情報セキュリティ

①プロジェクト推進室の見直し 2011年6月15日（第105回定時株主総会）以降に実施

②組織のシンプル化

③工場改革

④生産管理革新

⑤意識改革

課題解決が完了したテーマを解消し、新たなテーマを新設
2010年1月：8テーマ ⇒ 2011年1月：9テーマ（新設3、完了2）

1.取締役数の削減
経営意思決定のスピードアップを図る。
2010年6月：16名 ⇒ 2011年6月：8名＜-50%＞

2.執行役員の新設
役割を限定することにより、業務執行のスピードアップを図る。

3.社外監査役の増員
社外監査役を1名増員し、コーポレート・ガバナンスを強化する。
2010年6月：4名（常勤2名、社外2名） ⇒ 2011年6月：5名（常勤2名、社外3名）

部使命と役割の明確化、意思決定の迅速化
2009年6月：36部 ⇒ 2011年1月：22部＜-14部＞

狙いの製品を必要な時に無駄無く造る、生産性向上、不良ゼロ、
元気のある工場づくり

見える管理、計測できる管理、TPS ⇒ IT革新

開発力・職場力向上に向けた意識、打破する力、組織としての動き

当社は、コーポレート・ガバナンス（企業統治）を果たす
ために、株主総会、取締役会、会計監査人の他に、監査
役会を設置しています。

機密情報漏洩による企業価値の損失リスクを防止する
ため、情報管理推進体制を構築しています。

持続可能な成長に向けて VISION 2015、コーポレート・ガバナンス

■ 目指す姿と取り組みの柱

■ ２０１０年度　活動実績

■ 大豊ビジネスビジョン

■ 新経営制度の導入

VISION 2015の3軸 活動の3軸

軸受No.1 エンジニアリングを
軸とした活動

環境ブランド 新工法開発

工機事業 全社管理システム

業務執行のスピードアップを図り
経営環境の変化やグローバル化に的確に対応する

潤滑・トライボロジーをコアに新領域を開拓

軸受

2010年 2015年

軸受

潤滑・トライボロジー

組付製品

ダイカスト
樹脂製品

ガスケット

新領域

Vision 2015
工機・設備

工機・設備

コンプレッサー部品
バランスウエイト

コンプレッサー部品
バランスウエイト 軽量化部品

システム部品

シール部品

株主総会

取締役会監査役会

選任/解任

監査

監査

監査

報告

報告

報告

報告

取締役会
付議事項

解任

報告

指示 （事務局）

指示

選定・解職
監督

重要案件の
付議・報告 業務の執行

選任/解任
選任/解任

会計監査人

代表取締役

常勤役員会

監査室

各部門、グループ会社

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

情報セキュリティ統括者

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ委員長

委員は各部門より構成

各部部長

機密管理責任者

営業部長

企画・管理・営業・調達部門
情報セキュリティ推進者

技術・生産技術部門
情報セキュリティ推進者

品質・生産補助・生産部門
情報セキュリティ推進者

技術管理部長

生産管理部長

情報セキュリティ責任者

営業・管理本部長

総務部長

部
レ
ベ
ル
の
展
開

コーポレート・ガバナンス体制図 全社推進体制
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新たな一歩で『製品と生産で社会と環境に貢献』 環境マネジメント

2011年度改定 環境方針

役割と機能を明確に（環境組織）

マネジメントツール（ISO14001）

異常・苦情の未然防止

■ 外部審査
環境マネジメントシステムが適切に運用されているか、
外部機関による審査を受けています。２０１０年度は更新
審査という節目と同時に、新
しい組織として審査を受け、
結果として適切に運用され
ていることが確認され登録
を更新しました。

■ 内部監査
環境活動のレベルアップを
目的として、２０１０年度より
外部審査と同形式、監査員
レベルアップ教育、外部講
師の参加など内容を実践的
に変更しました。

■ 必要な知識、情報の修得（環境教育）
従業員の環境への意識を向上させ、実際に役立つ教育を
実施しています。省エネ法（※１）、PRTR法（※２）の他、改正
を受けた法令などを業務上関係する部門へ教育を行っ
ています。また、啓発活動として６月の環境月間に合わせ

「環境に関するアンケート」を実施し、社内全体の意識レ
ベル把握に努めています。

２０１０年度は大幅に組織を見直し、製品環境、生産環境
の２本の柱で活動を推進しています。

製品環境委員会では、社会と製品のつながりを意識し環
境への貢献やグローバルな規制対応に注力しています。
生産環境委員会では、生産活動を通して社会へ貢献する
ことを意識し、高効率なモノづくりを推進しています。

■ 認証取得状況
国内 海外

２０１０年度も継続して、「異常・苦情の未然防止」の活動
を推進しています。様々な事故事例を参考に、排水処理
場を中心に設備面の強化に取り組んでいます。

事業場 認証取得
本社/本社工場 2002/12

細谷工場/技術開発部門 1999/12

篠原工場 2000/12

幸海工場 2000/12

九州工場 2002/1

大豊精機㈱ 2003/2

日本ガスケット㈱ 2002/5

大豊岐阜㈱ 2009/12

㈱ティーイーティー 2006/12

㈱タイホウパーツセンター 2009/1

社　名 認証取得
タイホウ	コーポレーション
　オブ	アメリカ

2000/5

タイホウ	ヌサンタラ株式
会社

2006/3

タイホウ	コーポレーション
　オブ	ヨーロッパ有限会社

2004/2

韓国大豊株式会社 2005/7

タイホウ	タイランド株式
会社

2005/1

上田社長への『トップインタビュー』

外部講師による現場監査風景

特定雨水側溝のセンサーと
緊急回路設置

圧力計等の設置による
設備対策

※１　正式名称：エネルギーの使用の合理化に関する法律
※２　正式名称：特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律

2011年度より環境方針を新たにし、組織の役割と活動の方向性を明確にしています。

大豊環境基本方針
＜基本方針＞ 製品と生産で 社会と環境に貢献
＜方針＞
１．法規制の遵守

法規制及びその他の要求事項を遵守し、違反・苦情を未然防止

２．自主的な取り組み
地球規模の環境課題を踏まえ、自主的な目標設定と展開並び
にフォローによる継続的な改善
①地球温暖化防止
②資源の有効利用と排出物の低減
③環境負荷物質の低減

３．社会との連携・協力
社会から信頼される企業市民をめざす
①お客様・仕入先殿との連携と協力
②地域社会への貢献
③積極的な情報開示

４．環境技術の追求
環境に貢献する製品の提供とものづくり
①トライボロジー技術を軸にした環境対応製品の開発
②燃費向上、排気ガス浄化に貢献するシステム製品の開発
③製法刷新により、資源の投入量を最小化

2011年4月1日
大豊工業株式会社
代表取締役社長

環境会議
議長：河合副社長

統括：上田社長

製品環境委員会
委員長：斎藤専務

生産環境委員会
委員長：河野専務

シンプルスリム
設計・設備小委員会

環境配慮製品小委員会 工場環境小委員会

工場環境分科会

グリーン調達小委員会

新規規制対応小委員会

内部環境監査

2010年度  大豊工業  環境組織図

国内５工場
グループ３社
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行動指針 取り組み項目 主な取り組み内容 活動結果

（1）総合的な環境マネジ
メントの推進

◆全社統合システムの実施運用	
1）環境マネジメントシステムの
　　実施運用	
2）事前検討制度の充実、強化	
3）環境パフォーマンスの向上

◆重大不適合“0”、異常苦情“0”をめざす	
・目的・目標、環境保全推進計画の実施及び目標達成
　・教育、訓練の充実による汚染の未然防止
　・事前検討制度を利用した順法の確実化
　・法違反、苦情、発生源異常“0”

重大不適合
　・・・　　　0件
法違反・異常
　・・・　　　3件
地域からの苦情
　・・・　　　0件

（2）地球温暖化防止対策
の推進

◆CO₂排出を極力抑えた事業活動	
1）TPSと連動したCO₂低減	
2）省エネルギー活動	
3）少エネルギー化の展開

◆CO₂総排出量の低減
　・CO₂排出量を2010年度末までに1990年比
6.3%減

　・工場、各部署の個別テーマ選定による活動展開
　・事前検討と連携した設備導入時からの小エネル
ギー活動の展開

CO₂排出量
　・・・33,900t-CO₂/年
CO₂排出量原単位
　・・・65.8t-CO₂/億円

主な実施項目
⇒P13　
地球温暖化防止　

（3）資源有効利用の促進

◆知恵と工夫で廃棄物低減、省資
源の推進	
1）ゼロエミッションの継続	
2）発生源対策、廃棄物レスの推進	
3）製品設計、設備設計段階から
の廃棄物発生の抑制	
4）TPSと連動した全廃棄物の低減

◆廃棄物総排出量の低減
　・廃棄物排出量を2010年度末までに2003年比
24%減

　・埋立廃棄物ゼロエミッションの継続
　・焼却廃棄物の低減
　・社外リサイクル廃棄物の低減
　・有価物（スクラップ）の低減

廃棄物総排出量
　・・・8,980t/年

主な実施項目
⇒P13　
省資源・排出物低減　

（4）環境負荷物質の使用
量低減 

（PRTR法対象）

◆PRTR法対象物質の使用量低減
と適正管理	
1）事前検討によるPRTR法対象
物質の低減	
2）環境負荷物質を使用しない
製品への切り替え

◆PRTR法対象物質使用量
　・2010年度末までに2.5tの低減

PRTR法対象物質使用量
　・・・282t/年

主な実施項目
⇒P13　
環境負荷物質低減

（5）物流の環境負荷低減

◆CO₂排出量の低減、梱包資材使
用量の低減に向けた物流合理化
の推進	
1）車輌CO₂の低減	
2）梱包資材の低減

◆車輌CO₂の低減
　・CO₂排出量を2010年度末までに2005年度比
10%の低減

車輌CO₂低減量
　・・・137t-CO₂/年（約30%減）
梱包資材低減量
　・・・4t/年（32%減）

◆梱包資材の低減	
・梱包資材を2010年度末までに2005年度比10%
の低減

（6）仕入先の活動充実 ◆大豊仕入先環境ガイドラインの設定と定着化
◆グリーン調達の推進（原材料・副資材・消耗品等のグリーン調達対象品の購入）

主な実施項目
⇒P12　
グリーン調達

（7）社会貢献活動の推進 ◆地域の環境行事、緑化活動、ボランティア活動等への支援を積極的に推進
主な実施項目
⇒P26　
地域との関わり

（8）広報活動、 
情報開示の推進

◆各工場での環境コミュニケーション活動の充実
◆環境・社会報告書の発行と情報開示

主な実施項目
⇒P23
株主・投資家との関わり

（9）従業員への教育、 
啓発活動

◆各種環境教育の実施と充実
　（新入社員、中途採用者、環境保全構成員、設計者、専門教育、内部監査員教育　等）

主な実施項目
⇒P6
環境マネジメント
⇒P25　人材・雇用

活動を振り返り、次のステップへ 環境取り組みプラン

■ 活動の概要　「第４次環境取り組みプラン」（２００６年度～２０１０年度）

■ 活動の振り返り（２００６年度～２０１０年度）
第4次環境取り組みプランを制定し実行してきた５年間は、大きな社会情勢の変化がありました。
地球温暖化防止については様々な角度から「見える化」の推進を始め、「ガスから電気へ」など使用エネルギーの代替を
実行しました。
環境負荷物質については、鉛フリー軸受を主力化して製品の拡充を図り、社会情勢の変化に技術力で応えてきました。
また、異常・苦情の未然防止について目標達成まで力が及ばなかった面もありましたが、ステークホルダーとの繋がりを
強めて社会貢献活動、広報活動や啓発活動を推進してきました。

最終評価

△

最終評価

◎

最終評価

◎

最終評価

◎

最終評価

◎

最終評価

◎

最終評価

◎

最終評価

◎

最終評価

◎
評価基準　◎・・・100%以上の達成　○・・・80%以上の達成　△・・・80%未満の達成

単体
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取り組み項目 具体的な実施項目・目標

低炭素社会の
構築に向けた取り組み

開発・設計 ◇自動車の燃費向上に寄与する製品開発の推進 ●低フリクション製品、軽量化製品、燃費改善製品の
提供によるCO₂排出量低減

生産・物流

◇生産活動における省エネ活動の徹底と温室効果
ガス排出量の低減

●シンプルスリム設計の推進
●日常改善活動によるCO₂低減活動の推進
●高効率機器の導入

◇物流活動における輸送効率の追求とCO₂排出量
の低減

●ルートの変更・統合、高積載化による寄止め
●輸送会社ルートの活用と自社便の高積載化
●グループ会社との連携

循環型社会の
構築に向けた取り組み 生産・物流 ◇生産・物流における排出物の低減と資源の有効

利用　

●有価物の低減
●廃棄物の低減
●資源のオールトヨタ内活用促進
●物流:海外向け物流における梱包のシンプルスリム
化、リターナブル化

環境保全と
自然共生社会の構築

開発・設計 ◇製品含有化学物質の管理充実 ●環境負荷物質規制への確実な対応

生産 ◇生産活動における環境負荷物質の低減 ●PRTR法対象物質の排出量低減

環境経営 マネジメント

◇連結環境マネジメントの強化、推進 ●環境異常・苦情の未然防止活動

◇ビジネスパートナーと連携した環境活動の推進
●仕入先における環境自主活動の要請
●納入原材料・副資材に含まれる環境負荷物質の
管理充実

◇グローバルなCO₂マネジメントの推進 ●国内・海外グループ各社のCO₂データ把握と解析

◇環境教育活動の充実と推進 ●環境教育の体系化と実践
●環境月間行事の展開

◇環境情報の積極的な開示とコミュニケーション
活動の充実

●環境・社会報告書の発行継続と内容の充実
●地域とのコミュニケーション活動の充実

第５次 新・環境取り組みプラン 概略

■ 具体的な取り組み項目
２０１１年度より第５次環境取り組みプランを推進します。

■ 第５次取り組みプランのイメージ

開発・設計  分野 生産・物流  分野製
品
で
貢
献

モ
ノ
づ
く
り
で
貢
献

低炭素社会の構築に向けた取り組み

循環型社会の構築に向けた取り組み

環境保全と自然共生社会の構築

環境経営
お客様
仕入先

従業員
地域 グローバル

大豊
グループ
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技術開発部門では、「人と環境の調和」を常に意識し活動を進めています。 
・地球温暖化防止、大気汚染防止に寄与する製品を通して環境へ貢献 
・生産活動で使用するエネルギー、化学物質、発生する廃棄物、熱、騒音等をミニマムにする
ための製品設計、生産設備・工程設計、作業の事前検討の実施 

・環境負荷物質を使用しない、環境・人にやさしい材料の開発 
・環境変化を予測し、素早く対応できる研究開発の推進

以上の基本方針のもと、今後も着実にスピードをもって活動を進めます。製品環境委員長
専務取締役
斎藤　和幸

人と環境の調和

製品としての環境への貢献　⇒　P4 環境対応製品と環境性能

摩擦低減によるCO₂削減 排出ガス清浄化 環境負荷物質低減

環境会議

製品環境委員会 生産環境委員会

役割：技術分野での環境活動を統括

環境配慮製品 小委員会

新規規制対応 小委員会

軸受事業 組付事業 全製品群
摩擦・摩耗・潤滑技術であるトライボロ
ジー専門メーカーとして摩擦を減らす
ことにより、エネルギー効率を高め、燃
費向上によるCO₂低減に寄与していき
ます。

将来の排出ガス規制を視野に入れ、
EGRバルブ、DPF再生用絞りバルブ
を中心にNOｘとPMの低減に寄与して
いきます。

ELV、RoHS指令等の規制物質である
鉛、カドミウム、六価クロム、水銀は勿
論PFOA（パーフルオロオクタン酸）を
自主的廃止によりさらに安全な製品を
提供していきます。

製品環境委員会

社会と製品のつながり 製品環境委員会 組織図
自動車の燃費改善によるＣＯ₂低減は、地球温暖化防止の
大きな役割を担っています。当社では、燃費改善に寄与す
る部品の提供により、地球温暖化防止に貢献しています。

特に、RAコーティングエンジンベアリングは摩耗が少なく
アイドリングストップエンジンと相性が良いとされてい
ます。

製品によるCO2削減貢献度
（万ton-CO2）

（年度）

実績
計画6

5

4

3

2

1
1.3

2.1

0
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

従来溝

クラッシリリーフからの
サイドリークが多い。

油溝深さの漸減により
サイドリークを削減する。

油溝深さ 油溝深さ

潤滑油の
サイドリーク

潤滑油の流れ

偏心溝

■偏心溝エンジンベアリング　～環境技術 トピックス～
軸受部での必要潤滑油量を削減した、偏心溝エンジンベリングを
開発しています。全回転域での油量15～20％を低減し、エンジン
メカロスを1～2％ほど低減します。摩擦ロスを低減することで搭載
車の燃費向上に寄与し、一般社会の自動車由来CO₂削減に製品で貢献
しています。
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大豊製品でCO₂削減に貢献

環境負荷物質規制へ迅速な対応 

設計本来業務の中で、製品配慮型の製品及び
サービスの提供や環境負荷の少ない生産活動を推進

CO₂低減寄与を評価できる仕組みの構築

環境負荷物質に関する法規制、要求事項の遵守

環境配慮製品 小委員会

新規規制対応 小委員会

2010年度より委員会を立ち上げ、当社製品の使用
段階における環境寄与を定量的に把握することを
目指しています。
環境寄与への重要性を認識し、開発に自信と誇り
を持ち、迅速な開発を手がけて参ります。

2010年度は委員会として体制を明確にしました。
2011年度は、各国の動向を捉えて、迅速な伝達と
意思決定のルートを確立していきます。動向の中
から当社としてやるべきことを企画し、環境配慮
製品小委員会の活動支援も行っていきます。

環境配慮製品　委員長
取締役
神谷　荘司

新規規制対応　委員長
取締役
柴田　兼次

CO₂削減に貢献

主要な規制対応リスト

鉛フリー化推進状況

法規制遵守、リスク管理の面から、年々増える化学物質規
制に対し、迅速に対
応できる仕組みを
企画していきます。

当社製品を採用した自動車の燃費向上貢献度合などか
ら、CO₂排出削減量へ換算し、一般社会で発生してい
る自動車由来のCO₂削減の貢献度を把握しています。
主な対象製品としては、RAコーティングエンジンベア
リング、バキュームポンプ、バタフライ式EGRバルブ
などがあります。

欧州ELV規制対応により、鉛含有製品の生産量は軸受
製品全生産量の10%程度になっています。
今後は少量製品も切り替え範囲に捉え、市場ニーズを
考慮しながら、全廃へのシナリオを持って推進します。

委員会の役割　環境を切り口として設計業務をサポート

委員会の役割

■ 製品によるＣＯ₂削減量

■ 鉛含有軸受の生産量比率の推移

対象範囲 規制と内容 当社の取り組むべき対応と結果

全製品 REACH規則 SVHCの指定と
輸入認可規制開始（指定物質の順次拡大） SVHCの情報入手と含有確認調査 順次対応

自動車分野 ELV指令 対象四物質の非含有化（	Pb		Cd		Hg		Cr6	）

鉛代替軸受材の開発 対応完了

六価クロムめっき使用製品の代替材への変更 対応完了

規制物質の使用情報開示（IMDS） 課題		対応中

電気･電子分野 RoHS指令 4物質	+	臭素系難燃材の使用禁止
［	Pb、Cd、Hg、Cr6、PBB、PBDE	］

規制物質の使用情報開示（お客様システムへ
情報提供） 課題		対応中

技術分類 代表的な製品名 2009年度 2010年度

低燃費対応
RAコーティング
エンジンベアリング 5,700 8,400

バキュームポンプ 1,000 1,500

排ガス規制対応 バタフライ式EGRバルブ 6,000 11,000

軽量化 デフキャリア等ダイカスト製品 100 100

大豊工業
各マーケットの要望へ順応

（年度） （年度）

生
産
量
比
率

（%）
100

50

0
2006～2010 2006～20102003

※生産量比率

×100（％）

=
鉛含有軸受の生産数

軸受生産数

エンジンベアリング ブシュ

単位（kg-CO₂／年）

用語詳細　※1	 	SVHC:高い有害性が懸念される物質（Substance	of	Very	High	Concern）　※2	 	PBB:ポリ臭化ビフェニル（Poly　Brominated　Biphenyl）
※3　PBDE:ポリ臭化ジフェニルエーテル（Poly　Brominated　Diphenyl　Ether）	
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生産環境委員長
専務取締役
河野　文隆

製法刷新、モノづくりの原点に　

活動のキーワード

生産環境委員会

生産環境の活動
生産環境の指標は環境への排出量（アウトプット）と考え、
これを元から抑制する手段として、生産性と技術力の向上
に取り組んでいます。また、営業部門、開発部門、生産部門
が一体となった活動を展開し、モノづくりの原点を見直
した効率の追求を行っています。

○異常・苦情未然防止 
『社外へ絶対に流出しない』設備標準

○地球温暖化防止
○資源有効利用、排出物低減
○環境負荷物質使用抑制 

環境負荷の高い項目を選定し着眼を
明確化

環境会議

製品環境委員会

役割：生産分野での環境活動を統括

国内5工場
グループ3社工場環境 小委員会

シンプルスリム設計・設備 小委員会

グリーン調達 小委員会

生産環境委員会　組織図

■ 多くの部門と共同活動（取り組み事例）
営業部門、開発部門、生産部門が
一体となった活動として、工場改革
活動を推進しています。
製品原価の根拠となるコスト削減
を大きな目的とし、エネルギー費等
にも改善に着手しています。

CO₂（電力）
不良品、打抜き材
有害物質
工程排水　など

元から排出しない活動

排出するものを減らす活動

主に「不良低減活動」

主に
「製法刷新、工程削減」

加工レス工程
省スペース工程
エネルギー半減工程
投資費用半減　など

2010年7月、自然エネルギーで工場の照明をまか
なう為に、風力発電装置を導入しました。テスト段
階では発電量や管理モニターの設置などに苦労
を強いられてきました。
正式採用できる状況にはまだ遠い段階ですが、工
場に自然エネルギーを取り込む活動を、継続して
います。

■風力発電テスト中！　～環境技術　トピックス～

細谷工場  テスト機

法規制の
遵守

自主的な
取り組み

生産環境委員会

新たに環境方針を見直し、生産に関わる
　●法規制の遵守　●地球温暖化防止への自主的な活動　●地域社会への貢献
を掲げ、活動を進めています。
特に、熱源の多い素材ラインをはじめ、全工場で地道な改善、生産活動を行っています。
　また、生産技術部門の役割として、製法の刷新、製品・工程・生産設備のシンプル
スリム化などの技術開発を重点として活動を行ってまいります。
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コスト半減で脱・常識へ

一体となったサプライチェーン

『環境負荷物質を含まない』原材料等	 調達の推進

仕入先でのCO₂排出量削減目標	 設定と実行

仕入先の環境外部認証取得	 支援

シンプルスリム設計・設備 小委員会

グリーン調達 小委員会

2010年度より委員会を立ち上げ、まずは組織内の
生産技術と環境の繋がりを強めることに尽力しま
した。成果の指標や環境という切り口の技術力を
色濃くし、2011年度は会社経営に技術力で貢献し
てまいります。

「グリーン調達ガイドライン」を2008年に発行し、
仕入先様へ環境重点取り組み事項を展開しました。
その後の3年間で環境関連法規制が変化し、法規制
対象が拡大しました。
2011年度はタイムリーに展開すると共に、CO₂排
出量削減を計画し、仕入先様と当社間で目標を共
有のもと実行してまいります。

シンプルスリム設計設備　委員長
取締役
佐藤　英知

グリーン調達　委員長
取締役
河合　信夫

ブシュ 生産工程の集約化

活動の振り返りと次年度の意気込み 仕入先（協力会） 認証取得の状況
2010年度の活動実績として、
まずは調達段階での環境負
荷物質事前登録は継続して運
用しており、不具合はありま
せんでした。認証取得につい
ては、未取得6社中、4社が新
しく取得できました。2011年度は、社会情勢を踏まえて、
仕入先（協力会）各社と地球温暖化防止のシナリオを策
定します。また、グリーン調達ガイドラインにも反映させ、
さらなる「グリーンな活動」を進めます。

2006年度より取得支援を
推進し、各社とも仕組みが確
立され始めました。
未取得の2社については、
2011年度内に達成できる
よう支援を継続します。

環境配慮型企業を目指す中で、下記3点を重点実施項目
として取り組んでいます。

ブシュ生産工程においてプレス工程、サイジング工程、
ベンダー工程の3工程があります。
今回、ハーフスペース、省エネ、省資源化を目的とし、
1工程に集約した設備を開発しました。
 スペース  78%減
 電力量  38%減
 在庫量 100%減

委員会の役割

委員会の役割

製品を一つずつ搬送する機構を設けるこ
とで、工程連結と中間在庫レス化を目標
に設備を開発しました。
搬送トラブルやサイクルタイムの問題な
ど苦労が多くありましたが、先輩方の協
力もありチームワークで完成させること
ができました。
今後は同設備の横展を進めていきます。

第２生技部
後藤　成志

□ チームワークで完成

認証取得セミナーの風景

※2011年5月現在

ISO14001取得　７社
EA21　　  取得　４社

取得済み
11社

未取得
2社

13社

開発部門
VA、VE提案

工場改革テーマ
活動の取りまとめと、
進捗の見える化を推進

シンプルスリム
設計・設備小委員会

製法刷新テーマ

新規生産準備
生産技術部門

連  携

プレス+サイジング+ベンダー
プレス工程をカムシャフト機構を使い、
工程集約を兼ねて小型化した。

既存の工程 改善後の工程
プ
レ
ス

サ
イ
ジ
ン
グ

中
間
在
庫

ベ
ン
ダ
ー

中
間
在
庫

効果

グリーン調達ガイドラインにて展開
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エネルギー効率を追求して

製造条件までさかのぼって解析

情報管理で物質管理

地球温暖化防止

省資源・排出物低減

環境負荷物質低減

■ 主な購入エネルギー

■ 主な購入原材料

■ 取扱量（PRTR法対象物質）

■ エネルギー削減のアプローチ

■ 水資源データ

■ 循環資源データ

■ 社内MSDSデータベース

■ CO₂総排出量・原単位

■ 排出物総排出量・原単位

■ 排出・移動量（PRTR法に基づく）

■ 主な活動

■ 主な活動

■ 主な活動

■ 目標と取り組み項目

■ 目標と取り組み項目

■ 目標と取り組み項目

大きな改善効果を狙うため、社内のエネルギー多使用工程、設備を
洗い出し、「BIG3」として徹底的な活動を推進していきます。
また、電力供給難の社会情勢をふまえ、6月の環境月間と合せて実施
します。

改正PRTR法の施行と合わせ、社内のMSDS保管をデータベース化
しました。改正対応済みのMSDSを技術部門や各工場が簡単に入手
できるようになり、情報管理の精度が向上しました。

エネルギーを多く使用する、溶解炉やボ
イラーに着目し、活動を行いました。

実施内容（○・・・成果大）

○アルミ集中溶解炉補修 
（炉の燃費向上）

○めっき工程スチーム管総点検 
（エネルギー歩留り向上）

・メタル加工工程  不良ゼロ化 
（工程内不良低減）

・斜板生産工程  品質改善 
（工程内不良低減）

・焼結工程  割れ不良低減 
（工程内不良低減）

実施内容（○・・・成果大）

○製品の加工部位削減 
（鋳造金型の変更）

○マルチ成形機による工程削減 
（中間在庫の廃止）

・工程削減による不良ゼロ化 
（ショット工程廃止）

・コイル素材幅の適正化 
（歩留りの向上）

・材料不良の廃棄部位見直し 
（歩留りの向上）

項目 実施内容（○・・・成果大）

委員会
活動の推進

○排水処理薬品の代替
・危険物倉庫（油類）の点検
・社内MSDSデータベースの 

立上げ

法規制対応 ・改正PRTR法の対応完了

2011年度目標 重点実施項目

生産量原単位
2009年度比  2%減

（61.4t/生産量　以下）

１．生産性向上 
・焼結工程の寄止め 
・アルミ系素材　歩留り向上　　など

２．シンプルスリム製品、工程 
・加工レス、工程削減、軽量化　など

３．高効率化 
・炉の保温、熱量損失の軽減　など

４．工程内不良低減活動 
・アルミ系、銅系素材の不良低減　など

2011年度目標 重点実施項目

生産量原単位
2009年度比　2%減

（16.3t/生産量　以下）

１．生産性向上 
・研磨レス製法の確立 
・アルミ系素材　歩留り向上　など

２．シンプルスリム製品、工程 
・加工レス、工程削減、軽量化　など

３．工程設計の見直し 
・バリ取り工程削減 
・構成部品数の削減　など

４．工程内不良低減活動 
・製品素材の不良低減　など

2011年度目標 重点実施項目

各生産工場
自主目標の設定

・改正PRTR法対象物質の切り替え
・排水処理薬品使用量の低減
・有機溶剤原材料の代替
・油類、副資材の在庫管理徹底
・危険物倉庫の管理遵守
・社内データベースの有効利用　など

インプット

インプット

インプット

アウトプット

アウトプット

アウトプット

取り組み内容

取り組み内容

取り組み内容

2011年度へ向けて

2011年度へ向けて

2011年度へ向けて

全エネルギー
CO2換算
33,900t

電力
25,625t（75.7％）

都市ガス
8,156t（24％）

重油
119t（0.3％）

全購入原材料
25,448t

2010年度実績

金属原材料
25,315t（99.5％）

非金属原材料
133t（0.5％）

（年度）

CO2
排
出
量

原
単
位 ⇒

 

良

（千t）
50

25

0
20092003 2010

160

170

180
（t/億円）

31

34

166
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169

157

34

164

（年度）

生
産
量
原
単
位

（t／生産量）
90

0
20102009 2011

目標

61.9 61.362.2

157

～2010年度 2011年度～

CO2
排
出
量

A
工
程

B
工
程

C
工
程

D
工
程

・・・電気由来CO2
・・・都市ガス由来CO2BIG3

大気放出

生活系統水使用量

463,000m３ 工程排水　処理水量
230,000m３

生産部門

各端末で閲覧可

社内ネットワーク

技術部門

データベース

（年度）

排
出
物
排
出
量

原
単
位 ⇒

 

良
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位
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目標

16.4 16.216.6

～2010年度 2011年度～

大気 2.5t

取扱量
282t

製品
265t

地下浸透 0t
自社埋立 0t

廃棄物 2.8t
有価物 12t

水域 0.01t

（年度）

取
扱
量

（t）
300

150

0
20092008 2010

・・法改正による上乗せ分

166

282

52
220224

2010年度は目標を達成する
事ができました。

2010年度は目標を達成する
事ができました。

2011年度より目標設定を、
生産量をベースとした指標へ
変更します。また、「廃棄物」か
ら「排出物」へ社内呼称が変
わります。

2011年度より目標設定を、
生産量をベースとした指標へ
変更します。

2010年のPRTR法改正をうけ、大気への放出量が
約20%増加しました。

製品のおける環境負荷物質の低減は製品環
境委員会にて対応しています。
⇒　P10　新規規制対応小委員会

2011年度より、PRTR法の対象物質に限定せず、各生産工場の特徴に
合わせた自主目標を設定し、低減に努めます。
⇒　P15～19　工場・国内グループの取り組み

2011年度より、生産技術部門を主軸として、エネルギーの効率を向上
する活動を推進していきます。

2011年度より、生産技術部門を主軸として、排出物が出ない製法
導入などの活動を推進していきます。

2010年のPRTR法改正をうけ、新たに8件
の物質が対象となりました。その為、取扱量
が昨年と比べ19%増加しました。

アルミ系金属原材料 2,645t/年

単体単体

単体単体

単体単体

単体

単体

製法の見直しにも着手し、排出物を減らす
改善活動を行いました。
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無駄なエネルギー削減

“整流化”素材から加工まで

本社工場

細谷工場

2010年度は不良低減を主とした活動を行い、廃棄
物量低減の成果があり、またダイカストマシンの寄
止めでエネルギーの有効活用ができました。2011
年度も工場改革活動を推進し、熱効率向上による
CO₂削減や加工取代低減による排出物量のさらな
る低減に取り組みます。

2010年度は、細谷工場プロジェクトの活動の中で
歩留り向上、生産の整流化などに取り組み、一定の
成果を上げる事ができました。2011年度も従業員
の意識を向上させ、環境に配慮した工場経営を目
指します。

工場長
取締役
佐藤　光俊

工場長
取締役
大河内　光人

ダイカストマシンの寄止めによる
アルミ集中溶解炉の有効活用。

（手許溶解炉 1機停止）
CO₂排出量　197t/年の低減

都市ガスを燃料とした蒸気使用量が
一番多いめっきラインにおいて、各工
程のロスを見つけ改修しました。
CO₂排出量　65t/年の低減

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 アルミ集中溶解炉CO₂低減活動 ○ダイカストマシンの寄止め実施
○炉の定期補修

2.省資源 
（排出物低減）

アルミ切粉の低減
洗浄液排出量低減

○切削切粉の低減（取代削減）
○洗浄タンクの小型化

3.環境負荷物質低減 PRTR法非対象物質への変更 ○塩化第2鉄からポリ硫酸第1鉄へ変
更

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 ・加熱設備の熱効率向上
・スチームロス低減活動

・遮熱塗装による炉の熱効率向上
○めっきライン不具合箇所の復元

2.省資源 
（排出物低減）

・素材工程における、 
圧延不良の低減

○条件管理の徹底による
　不良低減活動

3.環境負荷物質低減 ・薬品使用量の低減 ・めっき薬品の使用基準の見直し

目標 重点実施項目

原単位
53.2t/生産量　以下

・アルミ集中溶解炉の熱効率向上 
改善工事の実施

原単位
6.7t/生産量　以下

・不良ゼロラインの構築と材料歩留り
改善

対象物質購入量
163t/年　以下

・PRTR法非対象物質へのさらなる切
り替え

目標 重点実施項目

原単位
67.5t/生産量　以下 ・加熱設備の効率向上対策（継続）

原単位
18.7t/生産量　以下 ・素材工程の歩留り向上

対象物質購入量
264t/年　以下 ・排水処理場における薬品使用量の低減

■熱効率改善（アルミ集中溶解炉）

■エネルギーのロスを排除（めっきライン）

■ 環境パフォーマンス

■ 環境パフォーマンス

CO₂総排出量・
付加価値原単位

CO₂総排出量・
付加価値原単位

2009

2009

15,000

15,000

500

500

10,000

10,000

5,000

5,000

250

250

（t）

（t）

（t/億円）

（t/億円）

2010

2010

300

260

47

70

10,600

12,500

1,300

3,700

180

100

10,200

11,200

1,200

3,200

140

80

10,500

11,600

1,500

3,300

149

34

排出物量・
付加価値原単位

排出物量・
付加価値原単位

2009

2009

2,000

4,000

100

150

1,000

2,000

50

75

（t）

（t）

（t/億円）

（t/億円）

2010

2010

環境負荷物質量

環境負荷物質量

2009

2009

200

100

100

50

（t）

（t）

2010

2010

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

一番苦労したのは、品番別にダイカストマシン
7台を効率良く稼働させる為のレイアウト変更
及び金型の配置に悩みました。
今後は、リアルタイムに各マシンごとのエネル
ギー原単位を把握し、スピードを上げて改善に
取り組みます。本社工場

松尾　英明

□ 生産量との兼合いに苦戦

設備の老朽化に伴う不具合部位が多くありま
したが、復元に尽力しました。蒸気モレ箇所を
直し、作業環境を良好にしました。今後も不具
合を徹底して対策していきます。

生産技術部

柘植　英昭

□ 老朽化した設備の復元

280

250

34

73

300

250

35

71

・・・原単位目標　　　  ・・・総量目標

・・・原単位目標　　　  ・・・総量目標
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“ACTIVE 5”で活力ある活動

グリーン&クリーン工場

篠原工場

幸海工場

環境基本方針に基づき篠原工場では新製品に対し
開発段階から積極的に環境対応を行い、また生産
部門では儲かるISO活動を推進します。

幸海工場では、CO₂排出量、環境負荷物質の削減に
効果を上げ、目標を達成することができました。
2011年度はCO₂・排出物・環境負荷物質の排出量
のさらなる削減に取り組み、環境にやさしい工場づ
くりを進めます。

工場長
辻　宏和

工場長
出崎　亨

篠原工場で生産している製品のうち、
エネルギー消費が一番多い斜板ライ
ンで、品質改善プロジェクトチームに
よる不良低減活動を実施しました。
CO₂排出量　168t/年の低減

センサーを固定式から可変
式にする事により余分な部
位まで感知せず、確実に不
良品1個を払い出す仕組み
へ改善しました。

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 エネルギー原単位の向上 ○斜板ライン原単位向上
・熱処理工程の効率向上

2.省資源 
（排出物低減）

不良低減、生産性向上活動による
排出物低減活動

○斜板ライン不良低減
・シュ工程削減（定寸研磨機導入）

3.環境負荷物質低減 PRTR法対象物質の原単位による
管理

・斜板関連のPRTR法対象物質の原単
位による管理

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 ・プレス生産性の向上 ○プレス機メインモータ間欠

2.省資源 
（排出物低減）

・スリット耳材の歩留まり向上
・不良製品の払出し方法改善

○耳材幅縮小による歩留まり向上
○材料不良払出し個数低減　

3.環境負荷物質低減 ・PRTR法対象物質使用量低減 ○樹脂系材の耳材再利用　　

目標 重点実施項目

原単位
82.3t/生産量　以下

・効率的なエネルギ-使用による原単位
向上活動の推進

原単位
11.7t/生産量　以下 ・不良半減への挑戦と材料歩留り改善

原単位
21.7t/年　以下 ・特別管理産業廃棄物の低減

目標 重点実施項目

原単位
58.0t/生産量　以下 ・シンター不良率の低減

原単位
35.1t/生産量　以下

・スリット耳材の歩留り向上
・プレス工程不良率低減

原単位
420kg/生産量　以下 ・コーティング材代替品への切り替え

■品質改善で環境改善

■材料不良の払出し個数低減（3個⇒1個）

■ 環境パフォーマンス

■ 環境パフォーマンス

CO₂総排出量・
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CO₂総排出量・
付加価値原単位

2009

2009

6,000

6,000

200

200

4,000

4,000

2,000

2,000

100

100

（t）

（t）

（t/億円）

（t/億円）

2010

2010

98

96

12

45

4,700

4,200

680

2,500

700

21

3,600

4,000

500

2,200

760
3,700

4,100

480

1,900

460

19

排出物量・
付加価値原単位
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可変式センサーの概要

素材
投入方向

材料の不良位置へ
自動調整

ルミネス
センサー

・・・不良部位

慢性的な不良に対する真因追究とその対策を
継続的に実施していく事に一番苦労しました。
現在も活動の継続、横展で、目標の“不良ゼロ”
にこだわって部員全員参加で進めています。

篠原工場 製造部 

糸原　幸久

□ 斜板2号ライン 不良ゼロに挑戦

自動運転中に不良箇所を1個だけ払い出す為
には、センサー位置をブランク材の先端に正確
に合せる必要があります。ここを間違えないよ
うに、初期設定プログラムに品番毎の位置を
記憶させ、品番を選択するだけで自動にできる
ようになりました。これで、作業者は確認するの
みになりました。

幸海工場  製造部

大野　克三

□ 作業者の負担軽減も視野に

96

92

14

56

98

95

13

50

27

・・・原単位目標　　　  ・・・総量目標

・・・原単位目標　　　  ・・・総量目標
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現地現物、朝市活動

Innovation to the Green Tomorrow　

九州工場

大豊精機 株式会社

2010年度は朝市活動の定着化を行い、従業員全て
が、情報を共有化する事により、着実に意識改革が
芽生えてきました。
今後も朝市活動を愚直に行い、工程内不良低減活
動を全従業員で実施してまいります。

2010年度は省エネ設備の開発、販売と廃棄物の資
源化に取り組みました。
2011年度は昨年度の実績を基に、さらなる省エネ
設備の設計・拡販と、埋立・焼却廃棄物の排出量低
減を推進します。

工場長
理事
川口　和久

取締役社長
佐藤　理通

面取り工程の切削時の切粉により、内
面キズが頻発。加工条件を変更し内面
キズ不良を低減。
838個/月  ⇒ 0個/月
CO₂排出量　0.9t/年の低減

当社の産業廃棄物の中で最も排出量
の多い鉄粉汚泥を廃棄物処理から有
価引き取りに変更しました。
廃棄物排出量　18.4t/年を資源化

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止
・冷却水ポンプ運転制御によるコン

プレッサー使用時の電力低減
・エアブロー撤去、モーター間欠化

○エアブローからモーター化

2.省資源 
（排出物低減） ・朝市活動による不良低減 ・朝市活動による不良低減件数　21件

3.環境負荷物質低減 ・PRTR法非対象物質への変更 ・使用品目変更と無駄な使用低減

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.環境有益活動推進 ・エコ商品の開発、販売
・PRTR対象物質含有製品の管理

○省エネ稼動設備の設計、製造
 ・対象製品購入量の管理

2.CO₂排出量低減 ・エネルギー原単位の設定 ○業務、活動エネルギーの把握
 ・空調施設の運転時間管理

3.廃棄物排出量低減 ・廃棄物リサイクル化の推進  ・適正な分別実施と徹底
○廃棄物の資源化

目標 重点実施項目

原単位
51.0t/生産量　以下

・エアブロー撤去、モーター間欠化
・エア供給配管に開閉バルブ設置

原単位
25.3t/生産量　以下 ・朝市活動による不良低減

使用量
900kg/年　以下 ・PRTR法対象物質使用量の低減

目標 重点実施項目

エコ商品の開発、販売
2件/年　以上

・電動成形機の設計、拡販
・低推力搬送機の設計、拡販

CO₂排出原単位
48t/億円　以下 ・原単位によるエネルギー管理

廃棄物排出量
9.7t/億円　以下 ・埋立、焼却廃棄物の低減

■内面キズ不良低減（フランジメタル加工）

■産業廃棄物を再利用

一番苦労したのは面取り機の切削トライを繰
り返し行い、スピンドルの回転と刃具の条件出
しなどに苦労したことですが、条件を変更した
事により、内面キズ不良が低減ができました。
今後も粘り強く改善し不良低減を行います。

九州工場

川添　勝博

□ 内面キズの低減に苦戦

鉄粉汚泥を有価引き取りとする際、水分が多く
含まれていることがネックとなりました。そこ
で定期的な脱水作業を実施し、引き取り可能
にしました。今後、他の廃棄物についても工夫
して活動を推進します。

部品製造部

市川　伸也

□ 引き取り条件の為に一工夫

■ 環境パフォーマンス

■ 環境パフォーマンス

CO₂総排出量・
付加価値原単位
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蛍の乱舞する大自然を後世に

全員参加で人と自然を大切にする

日本ガスケット 株式会社

大豊岐阜 株式会社

当社の滋賀工場は、「蛍の乱舞する澄んだ河川と
清らかな空気という大自然の恵みを後世に継承す
る」ことを環境方針に掲げ、地域と連携し、常に環
境に優しい事業活動を行います。

2010年度はISO14001認証取得初年度で、EMS
の仕組みの運用と維持管理活動を重点に推進して
まいりました。
今後も引き続き、排出物・CO₂・環境負荷物質の低減
に努め、一人一人が意識を持ち、全員参加での環境
活動を積極的に展開してまいります。

取締役社長
河瀬　徹

取締役社長
野村　義則

素材納入時に発生する木製スキッド
を仕入先にリターン化する事で、廃棄
物量の削減に取り組みました。
廃棄物排出量　2.1t/年 ⇒ 0t/年

PRTR法対象物質含有量の一番多い
切削油を、非該当品に切り替えること
で、 PRTR法対象物質排出量を大幅
に低減できました。
(2010年10月に切り替え完了)
PRTR法対象物質　約30％の低減

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 ・工程内不良のさらなる低減活動
・省エネ活動

○自工程完結活動への取り組み
   ソフトガスケット工程内不良低減

2.省資源 
（廃棄物低減）

・産業廃棄物排出量の削減
・廃棄物の分別によるリサイクル化の推進

○木製資材のリターン化による廃棄物量の削減
・分別廃棄による埋立処分廃棄物量の削減

3.環境負荷物質低減 ・SOC規制物質の使用全廃 ○PFOAフリー化（フッ素ゴム）完了

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 ・省エネ創意くふう活動の活性化 ○エアブローのレス化
○電気保持炉への切り替え

2.省資源 
（排出物低減）

・スクラップ低減活動の推進
・ゴミの分別の徹底

・切粉の再溶解検討会の推進
・素材コイルの不良部、端部の低減

3.環境負荷物質低減 ・PRTR対象物質使用量の低減 ○PRTR法対象物質を含まない切削油
への切り替え

目標 重点実施項目

CO₂排出量
1,831t/年　以下

・メタルハウジングの不良低減
・ムダな照明の見直し

廃棄物原単位  0.73　以下
リサイクル率 95.4%

・廃液類の有償化による原単位低減
・木製資源の再利用化
・更なる分別廃棄によるリサイクル率の向上

全廃 ・PFOAフリー化への対応 （PTFEコート材）

目標 重点実施項目

原単位
51.2t/生産量　以下

・炉の運転見直しによるエネルギー低減
・省エネ　エアノズルの導入

原単位
7.3t/生産量　以下

・スクラップ低減活動の推進
・排水量削減による排水処理汚泥低減

重点物質購入量
原単位　1%減 ・部署別の重点化学物質の低減活動

■木製資材をリターン化

■着実に負荷を減らす

当社から排出する木製スキッド廃棄物はリター
ン化により無くなりましたが、仕入先での排出量
の低減まで重要と考えています。そこで仕入先
と協力し、安全・品質を確保の上で、資源の有効
活用を目指した 「再利用化」を進めています。

滋賀工場 

吉田　拓司

□ 残された課題に取り組む

切削油の切り替えによって環境負荷物質の低
減はできましたが、切削油のコストが上がって
しまう結果となりました。
今後は切削油の使用量低減の活動をさらに進
めて行きます。

製造部

土松　竜二

□ コスト低減への挑戦

■ 環境パフォーマンス

■ 環境パフォーマンス
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地域環境にやさしいeco工場

環境に優しい梱包・物流

株式会社 ティーイーティー

株式会社 タイホウパーツセンター

当社は、「環境事故を絶対に発生させない」、「儲か
る環境活動」をベースに日々環境保全活動を展開
しております。2011年度も同様、法令順守は当然
のこと、日々の生産を通して地域社会に貢献する
環境保全活動を継続します。

認証取得から4年目を迎えました。2010年度は引
き続き包装と物流において、廃棄物、CO₂低減活動
を進め、コンテナの輸送ルートや荷姿の変更により、
活動の成果がでました。
2011年度も引き続き 環境に貢献すべく活動を継
続して進めてまいります。

取締役社長
柴田　和敏

取締役社長
福沢　啓

製品の切削加工後の切粉に付着した
切削油を回収し、油に混ざっている切
粉等の異物を除去してリユース化し
ました。
切削油購入量　515kg/年低減

防錆油の使用量に着目し、幸海工場
の協力により濾過装置を設置し使用
寿命を延ばす事に成功しました。
防錆油使用量　126L/月 ⇒ 64L/月
削減

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

■ 2010年度の活動結果と2011年度の活動宣言

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 ・工程内不良低減による省エネ
・省エネ改善活動の強化

・工程内不良低減活動
○照明等の人感センサーの増設

2.省資源 
（排出物低減）

・工程内不良低減による省資源
・排出物細分化によるリサイクル比率向上

・工程内不良低減低減活動
・焼却ゴミ細分化によるリサイクル比率向上

3.環境負荷物質低減 ・化学物質使用量低減活動 ○切削液のリユース

目的 取り組み項目 主な実施内容（○・・・成果大）

1.地球温暖化防止 ・照明の見直し、ムダを廃止 ・自動販売機の照明廃止　など

2.省資源 
（排出物低減） ・ダンボールの廃棄物低減 ○副資材納入資材の通い箱化

3.環境負荷物質低減 ・防錆油の使用量低減 ○濾過装置を導入し使用寿命延長

目標 重点実施項目

原単位
84.4t/生産量　以下

・エアコンプレッサーの効率アップ
・工程内不良率低減活動の推進

原単位
16.6t/生産量　以下

・工程内不良率低減活動の推進
・リサイクル化率の向上活動

化学物質削減量
200kg/年　以下 ・副資材のリユース活動推進

目標 重点実施項目

原単位
昨年比2%　減

・電気使用量（CO₂排出量） 
BIG3への取り組み

原単位
昨年比2%　減 ・排出物発生量BIG3への取り組み

対象物質使用量
0t/年

・MSDSの徹底管理で化学物質 
使用ゼロの継続

■「Reuse」化で経営に優しく

■防錆油使用量削減（海外向け梱包ライン）

毎日の5Sで、出た切粉を早くきれいにしよう
とそればかりに気をとられ、その切粉に沢山の
切削油が付着していることに気付きませんで
した。簡単な道具で少し時間を置くことで、油も
リユースでき、廃棄物も減少し、大きな環境効果
を得ることができました。部品事業部

高岡みつる

□ 5S活動ばかりに気をとられ

発端は1件の品質不具合から始まりました。防
錆油槽内に沈殿した切粉などが、製品に異物と
して付着してしまい、頭を抱えていました。そ
こで、大豊工業 幸海工場に全面的な協力を頂
き、防錆油の交換頻度まで改善することができ
ました。今後も他工場との連携を生かし、改善
活動に結びつけます。

製造2課

伊藤　善朗

□ 品質不具合から環境改善へ

■ 環境パフォーマンス

■ 環境パフォーマンス

CO₂総排出量・
付加価値原単位

CO₂総排出量・
付加価値原単位

2009

2009

3,000

300

300

80

2,000

200

1,000

100

150

40

（t）

（t）

（t/億円）

（t/億円）

2010

2010

160

32

33

6

1,900

200

420

35

3.0

3.2

2,200

180

390

28

2.2

4.5

良

1,900

170

400

30
4.0

排出物量・
付加価値原単位

排出物量・
付加価値原単位

2009
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2010
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環境負荷物質
削減量

環境負荷物質量

2009

5.0
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2.5

5.0

（t）

（t）

2010

2010

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

124

39

25

7

160

37

28

6

・・・原単位目標　　　  ・・・総量目標

・・・原単位目標　　　  ・・・総量目標
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タイホウ コーポレーション オブ アメリカ（アメリカ）

タイホウ ヌサンタラ㈱（インドネシア）

タイホウ コーポレーション オブ ヨーロッパ有限会社（ハンガリー）

韓国大豊㈱（韓国）

大豊工業（煙台）有限公司（中国）

タイホウ タイランド ㈱（タイ）

■2010年度の主な活動

■2010年度の主な活動

■2010年度の主な活動

■2010年度の主な活動

■2010年度の主な活動

■2010年度の主な活動

①地球温暖化防止への取り組み
　省エネ照明の導入による電力使用量削減（第1工場）
②廃棄物低減・他の環境活動
　・木製パレットの徹底的リターナブル化
　・紙、アルミ缶、ペットボトル、厚紙、古油、手袋、プラ等のリ

サイクル

①地球温暖化防止への取り組み 
ベビーコンプレッサー活用 

（ライン別に使用しメインコンプレッ
サーを停止）

②廃棄物低減・他の環境活動 
工場敷地内に環境美化を目的として
植樹 5本を実施

①地球温暖化防止への取り組み
　・天井照明から局所照明への変更や換気モーターの休日

停止等による消費電力8%の低減
②廃棄物低減・他の環境活動
　・刃具、検具の寿命延長
　・消耗品の仕分けと再利用化（ペットボトル、手袋、切削液等）

①地球温暖化防止への取り組み 
・タイマー制御による電気エネルギーの節約 
・照明の小まめな消灯や間引き点灯による電気エネルギー
の節約

②廃棄物低減・他の環境活動 
・廃棄処分していたプラスチック包装材を樹脂原材料等と
して再利用（480kg/年）　

①地球温暖化防止への取り組み
　・事務所、現場の照明用電気使用量の減少
　・通路の照明を3灯から1灯に変更
②廃棄物低減・他の環境活動
　・めっきの排水を回収して再利用

①地球温暖化防止への取り組み 
・始業前、休憩時間のエアコン・照明OFF化

②廃棄物低減・他の環境活動 
・梱包資材の再使用（受入資材を納入資材に活用） 
・プラスチック洗浄用シンクの採用により水消費量の削減

輸入の際に使用する梱包資材
を、コルクボードの代用とし
て再利用。

溝切用の刃具を従来品からタ
イプを変更し、刃具寿命を3
倍化することができました。
費用100千円/月の低減

めっき工程の排水56,563t/
年のうち、33,315t/年（約
60%）を回収して再利用。

電力消費量を抑えるため、屋
根を改善し太陽光を有効活
用する。
節電量　約20kwh/日

省エネ照明へ変更

伝言板のように使用
敷地内に植樹

溝切用の刃具

■ 電力半減で明るさUP

■ 梱包資材を再利用

■ 刃具の寿命延長化

■ 暖房の効率的運転

■ 水資源の循環

■ 採光窓の設置

社長
吉井　利治

社長
長尾　靖明

社長
森安　昌弘

社長
竹中　章

総経理
近藤　廣一

社長
鈴村　範夫 照明OFF時照明OFF時

めっき工程と回収装置

タイマー制御

拠点に合わせた独自活動 海外グループの取り組み

社員休憩室の床暖房機の稼
動を、タイマーで休憩時間に
合わせた制御にして電気を節
約。
電力量1.7%低減（1500kwh）

電力会社の補助を利用し省エネ照明に変更。
・電力使用量50％減
・明るさ40％向上
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『品質第一・信頼の大豊』に向けて

当社独自の意識啓発

1.お客様満足度調査
当社の製品を納入させていただいているお客様の声や、潜在的
ニーズを提供させていただいている製品・技術・サービスに反映
するために、毎年 『お客様満足度調査』 を実施しています。
調査結果は、お客様に直接出向き、お客様の生の声を収集する
とともにその過程でいただいた新たなご指摘等についても、会
社方針への展開を図り、より一層お客様に満足していただける
よう、迅速な改善活動を進めています。

2.ISO／TS16949 ： 2009の認証取得
当社はより良い品質の確保及び品質改善活動を行う為に、品質
マネジメントシステム規格『ISO/TS16949： 2009』を取得し
ております。
品質マネジメントシステムの継続的な改善を進めながら、「品質
第一、信頼の大豊」に向けて、品質改善活動を推進していきます。

教育・訓練による人材育成は企業と
して大事な事業の一つです。品質に
関わる教育では階層別に実施し、人
材育成に努めています。
また、品質に対する意識啓発活動と
しては、関係会社を招いて品質に
対する考え方や改善事例を紹介する

『品質講演会』、グループ会社を含
めた当社独自の品質賞の表彰を行
う『品質管理大会』 を毎年開催して
います。

日野自動車㈱

日野自動車㈱
（インドネシア）

トヨタ自動車㈱
（ヨーロッパ）

表彰名 客先名 表彰対象

品質管理優秀賞 日野自動車㈱ 大豊工業㈱

Quality Achievement 
Award

（品質達成賞）

Toyota Motor Europe
（トヨタ自動車㈱　ヨーロッパ）

Taiho Corporation of Europe 
タイホウ コーポレーション オブ 

ヨーロッパ㈲（ハンガリー）

Zero Defect
（顧客納入不良ゼロ達成）

PT.Aisan Nasumoco Industri
（愛三工業㈱　インドネシア工場）

PT. Taiho Nusantara
タイホウ ヌサンタラ㈱

（インドネシア）

Appreciation of Quality 
Achivement

（品質目標達成）

PT. Hino Motors 
Manufacturing Indonesia

（日野自動車㈱　インドネシア工場）

PT. Taiho Nusantara
タイホウ ヌサンタラ㈱

（インドネシア）

2010年度のお客様からの主な表彰

『 真 因 追 究による再 発 不 良の撲 滅 』、
『工程内の異常の見える化』を主体に
2010 年度は工場、設計、生技と一体と
なった品質向上活動を社内、仕入先へ
展開しました。
｢継続は力なり｣ を合言葉に、今後もこの
活動を継続し、組織一丸となりさらなる
品質向上活動に取り組んでまいります。

品質保証部
藤瀬　渉

□ さらなる品質向上活動へ

愛三工業㈱
（インドネシア）

品質第一・信頼の大豊 お客様との関わり

品質管理大会

品質講演会

ISO/TS16949：2009
登録認証書

お客様満足度調査のフロー

顧客満足度向上

アンケート調査

・現地へ訪問し、お客様の
生の声を調査

・現状の問題点、
弱点を認識

・解析結果を
次年度に反映

・お客様のアドバイスや
評価結果を基に
改善策を実施

会社方針、
重点方針へ反映

調査結果の解析改善策の実施
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協力会（豊成会）の活動

適正取引の推進
当社は『調達基本方針』に基づき、多くの仕入先様より
資材、部品等を調達しています。
また、当社協力会（豊成会）との間で、『安全』、『品質』、

『トヨタ生産方式（TPS）』等の研鑚活動を通して相互
発展を目指しています。

毎年2月に調達方針説明会
を開催し、当社方針に基づ
いた仕入先様へのeSQCD
等に関する期待値を説明し
ています。

調達方針説明会

成長戦略を仕入先様と共に 仕入先との関わり

■ 調達基本方針
当社は、下記の『調達基本方針』に基づき、適正取引の推進
を図っています。

① 開かれた公正・公平な取引の原則

② 調達相手先と一体となった競争力強化の原則

③ 調達相手先と共存共栄の原則

④ 原価低減活動等における課題・目標の共有と成果
シェアの原則

⑤ 相互信頼に基づく双方向コミュニケーションの確保の
原則

■ 実践リスクアセスメント研究会（労働安全衛生）
2010年度にリスクアセスメントの推進を図るための第1
ステップとして、本研究会を発足させて活動を推進してき
ました。
2011年度から、第2ステップとして仕入先各社の管理、
監督者が主体となり、第1ステップで学んだリスクアセス
メントの手法を活用して、作業におけるリスク低減を図っ
ていきます。

■ TPS研究会（生産性向上活動）
2004年度より発足したTPS研究会では、2010年度の
活動のねらいを『自社でTPS活動を推進できる人材の
育成』として活動を推進しました。仕入先各社のリーダー
が活動を牽引し、全仕入先にて目標達成することができ
ました。

■ グリーン調達（環境活動）
⇒ P12　グリーン調達小委員会

2010年度TPS研究会は、各社メンバーが今ま
で学んだことを自社内でリーダーとして活動
するという初めての取り組みを行いました。自
社メンバーをリードしていく難しさを感じなが
らも目標達成に向け充実した活動を行うこと
ができました。調達部

山内　淳也

□ リードの難しさを

■ トップQA点検、品質勉強会（品質向上）
トップQA点検を仕入先様毎に年に2回実施し、日頃の
活動成果を紹介して頂いております。また、品質勉強会
を毎月1回実施し、仕入先様の品質向上活動を支援して
います。

品質勉強会トップQA点検

リスクアセスメントの事例

［ねらい］
ケガが起きてからの事後措置
　⇒ケガが起きる前に計画的に進める、事前措置(責任)。

［アセスメント方法］
①調査：全ての作業を洗い出す
②見積：危険源毎のケガ程度
③診断：基準表に基づく数値化
④評価：ケガの程度、発生頻度、
　　　 危険源に近づく頻度で 評価

飯島精密工業㈱研究会風景
『コイル運搬作業』
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第104回定時株主総会

「名証IRエキスポ」 〜IR活動〜

株主様への利益還元

6月22日、第104回定時株主総会を細谷工場技術本館で
開催しました。総会後には、株主の皆様と当社役員との
懇談会を開催し、その中で頂いたご意見・ご要望を事業
活動に生かすよう、努めています。
総会および懇談会終了後には、工場見学会を開催し、当社
への理解が深まるよう、努めています。

業績や事業活動などについて、適切かつ公平な情報開
示に努めています。当社に対しての理解を深めていただ
くために、「名証IRエキスポ」などのIRイベントへの出展、
証券アナリスト向けの決算説明会を開催しています。
また、ウェブサイトにて四半期ごとの財務情報を開示して
います。

2010年度は、増収増益の結果となりましたが、2011
年度は、震災による操業度の低下を受け、厳しい収益
環境が予想されます。こうした状況下において、株主様へ
利益還元と事業の成長および経営基盤強化のための
内部留保とを総合的に勘案し、長期にわたり安定的な
配当の継続を基本に考えています。

第104回株主総会

決算説明会

名証IRエキスポ

適切な情報開示 株主・投資家の皆様との関わり

対象者 活動内容

機関投資家
・決算説明会（5・12月）
・機関投資家訪問
・個別取材

個人投資家
・株主懇談会、工場見学会（株主総会終了後）
・名証IRエキスポ2010（7月）
・株主向け中間、期末報告書 発行（6月、11月）

一般
・当社ウェブサイト（IR情報ページ）
http://www.taihonet.co.jp/investorrelations/
index.html

2010年度　IR活動実績
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健康増進活動

セミナー名 講　師

健康づくりを考えるセミナー トヨタ関連部品健康保険組合  理事

デンタルセミナー トヨタ関連部品健康保険組合  保健師

禁煙セミナー トヨタ関連部品健康保険組合  保健師

30歳以下メタボ健康セミナー 当社  看護師

労働安全活動
安全衛生基本方針

『安全衛生は始めから終わりまで全てに優先』
の下に、2011年度は安全衛生方針を改定しました。

また、
１．労働災害発生「ゼロ」へのこだわり
２．真因追究と本質対策（再発防止）
３．継続的活動「安全３本柱」
　１）リスクアセスメント ： リスクの見える化と低減措置
　２）ベル活動 ： 相互啓発による毎日の自主活動
　３）気づきの展開 ： 社外事例を社内へ置き換え
といった活動を、2011年度も推進してまいります。

禁煙セミナー リスナー研修

心と体の安全・安心を 従業員との関わり（安全・衛生）

■ ヘルスマ活動
2010年度はヘルスマチャレンジ活動の強化推進として、
ヘルスマリーダー連絡会を８月～１２月の間で実施し、
活動結果報告会を２月に実施しました。
また、特定保健集団指導、個別指導も当社看護師を主導
として継続しています。
その他の健康セミナーについては下記表の内容にて従
業員の健康を気遣いながら実施しています。

■ メンタルケア活動
2010年度はメンタルケア活動の重点実施項目として、
悩みを聞く側の立場となったリスナー研修を管理職を
対象として１４２名に実施しました。
また、外部講師を招いた職場復帰支援を毎月実施する
など、心の健康にも気遣って実施しています。

セミナー名 講　師

リスナー研修 東海カウンセリング研究所

メンタルヘルスセミナー 浦上　年彦　医学博士

新入社員導入教育（心の健康） 当社　看護師

職場復帰支援 浦上　年彦　医学博士

昇格前研修 当社　看護師

休業度数率とは
休業災害の発生頻度を表したもので、
右式で算出されます
※全産業、製造業の数値は2011年４月現在推定です。

休業度数率= ×100万
休業災害件数
延べ労働時間

労働災害発生頻度（休業度数率）

目標：0.00（度数率）

大豊工業
製造業
全産業

2
1.5
1

0.5
0

2006 2007 2008 2009 2010

良

作業者に高い安全意識を持たせる為、私の『安
全KY』宣言と実践を行っています。
リスクアセスメントを進める中で排除できな
いリスクをKYに落し込み、さらに安全で安心
して働ける工場・職場を目指して全員で活動
していきます。

篠原工場

山下　正巳

□ 安全で安心な職場を

単体

2011年  4月  1日
大豊工業株式会社　代表取締役社長
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多様性の尊重

人材育成の場

働くための環境づくり

全ての従業員が安心して生き生きと働ける職場づくりに向けて、様々な取り組みを進めています。

特に雇用の面においては、多様化する雇用形態に対応して、障がい者の雇用、及び定年退職者の再雇用に対し、積極的に
取り組んでいます。

人材育成の基本は、原理・原則を踏まえて、現地・現物・現状の中で学ぶことにあります。Off－JTで原理・原則を学び、OJT
で必要な知識・技能を補完することにより初めて身につきます。
当社では、OJTを効果的に推進するために、さまざまな教育・研修を実施しています。

会社と労働組合は相互信頼関係を基礎とし、労使トップ
の経営懇談会や、各職場単位での労使職場懇談会など、
労使で意見交換できる場を設けています。
労使のコミュニケーションの充実を図り、より働きやすい
職場環境づくりを目指しています。

人を育む風土をつくる 従業員との関わり（人材・雇用）

■ 階層別教育
各階層に求められている役割と組織の中での位置づけに
応じて、期待する役割とその行動、及び必要な知識・技能
の習得を目指します。

■ 自己啓発の支援
業務上必要な知識・専門スキル等の習得を目指す社員に
対し、支援を行なっています。当社の定める自己啓発支援
制度に沿って、バックアップしています。

■ 国内大豊グループ　QC大会
小集団活動の活性化と小集団活動を基盤とした人材育成
を目的として国内大豊グループＱＣ大会を開催しています。
２０１０年度は、総勢１５０名が出席し、国内大豊グループ
の全サークルから選抜された７サークルの発表が行われ
ました。

管理職教育の様子

国内大豊グループQC大会の様子②

新入社員導入教育の様子

国内大豊グループQC大会の様子①

職場懇談会の様子②職場懇談会の様子①
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社会貢献

青少年育成

地域交流

2010年度は全21活動で約340名が参加しました。
『自ら活動できる人づくり、輪づくり』を理念に参加しや
すい環境で、参加者数を増やし、少しでも多くの方の支援
ができるよう努めています。

社団法人自動車技術会が主催する体験型学習イベント
「キッズエンジニア」に参加。当社社員が講師となり、摩擦
現象体験の場を子供たちに提供しています。

地域の皆様とのより良い関係づくりのため、各工場の近隣
自治区の代表者を当社へお招きし、当社が取り組んで
いる環境活動の説明、及び地域との意見交換の場とし
て懇談会を行っています。当社主催行事である夏祭りや
大豊祭には、多くの地域の皆様が来場されます。

＜ 東北地方太平洋沖地震を受けて ＞
大豊グループでは、東北地方太平洋沖地震による甚大な被害に対して、復興を支援するため、義援金および社員からの
募金を寄付しました。今後もできる限りの支援を行うとともに、一日も早い復興をお祈り申し上げます。

「豊田少年少女発明クラブ」を通して、子供たちに科学技
術の楽しさを伝える活動を推進しています。当クラブは、
発足30周年となり、初代理事長に当社第４代社長の大塚
隆之氏が就任。現在では、当社第６代社長の神保昇ニ氏が
理事長を引き継ぎ、当社の社員が運営や講師に携わり、
活動を推進しています。

企業としての枠を越えて 地域の皆様との関わり

■ 大豊工業 社会貢献プログラム

実施月 実施活動

4月 ● サンホーム豊田開設記念祭

5月 ● ひかりの丘  活動
● トヨタGボランティア連絡会森林整備体験

6月 ● 第6回  青い空まつり
● ひかりの丘 活動

7月 ● 第8回  障がい者交流ダーツ大会
● トヨタG災害Vネット　ボランティア体験

8月 ● ひかりの丘  活動

9月 ● 障がい者ふれあい  交流軽スポーツフェスティバル
● ひかりの丘  活動

10月
● AHIオープンハウス
● ビックホリデー「ボランティアプラザコーナー」
● 第13回   宝町ひかりの丘まつり

11月
● 第22回  むもんまつり
● 第25回  大豊祭
● 第31回  豊田マラソン大会

12月 ● 松竹梅・寄せ植え鉢製作

1月 ● 新成人お祝い会

2月 ● 崇化館中学校の校庭樹木剪定
● ひかりの丘  活動

3月 ● 豊田市育成会  社会福祉法人設立記念イベント

松竹梅・寄せ植え鉢製作第８回 障がい者交流ダーツ大会

キッズエンジニア2010

夏祭り 大豊祭

豊田少年少女発明クラブ　

単体
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